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～医療機関の経営悪化は避けるべき～ 
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2021 年４月に予定される薬価改定（毎年薬価改定）をめぐり、中医協で議論が

進められるとともに、2021 年度政府予算案の編成過程において薬価改定の取扱

いが最終的に決められる見通しとなっている。 

 

薬価調査結果（９月取引分）では、平均乖離率は約 8.0％と例年並みの数値が

示された。しかし、数値の信頼性をめぐり、価格形成の期間が半年と例年よりも

大幅に短い上、新型コロナウイルス感染拡大の下で交渉の期間・回数が更に限ら

れており、正常な取引がされた上での結果とは言い難いとの指摘が、診療側委員、

医薬品卸や製薬メーカーから相次いで出されている。 

 

中医協に示された薬価改定に伴う影響試算では、改定品目の大半は長期収載品

と後発医薬品が占めるが、後発品等の過度な薬価の引き下げは、昨今取りざたさ

れている医薬品の供給不安のリスクを更に高めることになりかねない。 

 

しかも、コロナ感染拡大が続き、通常医療にも支障が出始め、医療崩壊の再燃

すら危ぶまれる地域も出てきている。この上、薬価改定ともなれば、医療機関、

薬局の経営状況を更に悪化させることとなり、地域医療に更なるダメージを及ぼ

すことは明らかである。現下、可及的速やかになされるべきは、医療機関への経

営支援策や感染拡大防止支援策の充実をはじめ、医療提供体制の再建・整備にこ

そある。薬価改定により、医療崩壊を進めるようなことになっては本末転倒であ

る。 

 

患者・国民負担の軽減に向けて薬価引下げは必要だが、今回の薬価調査結果の

信頼性をめぐる疑問の声や改定に伴う供給不安への懸念、とりわけ医療機関の経

営の更なる悪化などに鑑みて、本会は、2021 年度薬価改定については実施すべ

きではないと考える。かりに薬価改定を行うのであれば、改定で捻出された財源

は、初診料・再診料、訪問診療料、入院料等を緊急に引き上げるなど、医療提供

体制の維持・確保のために充てられることが担保されるよう強く求めるものであ

る。 

 


